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そ  

 

EU 主要国 法人税率引 競争 現状 効果 法人税率引

対 考え方 

1 EU主要国 法人税率引 競争 現状 

法人税率引 競争 経緯 

 EU 法人税率引 競合 1983 段 的 法人税率 引 英国 端

い 1983 52% 50% 引 5% 引

1986 35% 米国 1986 46% 34% 引  

 EU 各国 法人税率 引 行わ 例え 1990 63%

58% 1991 52% 30% 1992 50.8%

28% 1993 37% 25% 1994 50% 34%

引 い  

2000 入 EU 新規 盟国 相 い 法人税率 引 行 い

2004 盟 合わ 27% 19% 25% 19%

引 い 2009 26% 段 的 20% 引

い 一方 既 盟国 い 2001 51% 38%

2008 38% 29% 引 英国 2008 30% 28% 引 い

国 い 国 法人税率 引 行 い  

法人税率 引 引 実施 例え 英国 2008

段 的 引 2013 23% 2014 22% 2015

21% 引 定 あ 2009 28% 26.3%

引 2013 22% 引 い 2014 28%

27% 引 い 25% 19% 25%

22% 2014 段 的 引 方針 決定 い  

EU 盟国 法人税率引 状況 表 通 1995

2013 圏 17 国 EA-17
57 均変 -10.9 EU

盟国 27 国 EU-27
58

-12.2 EU 盟国 27 国

減少 大 い  

                                            
57 圏 17 国 EA-17     

  

17 国 あ  

58 EU 盟国 27 国 EU-27      

    え 27 国 あ  
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表 EU加盟国 法人税率 移 

 

出 eurostat taxation trend in the European Union  

  

参考 英国 米国 着目 1980 降 法人税率 改革

時系列 表 整理 い  

 

表 英国 米国 日本 法人税改革 経緯 

    

 

 

 

 

1990  

 

1999  

2001  

2008  

 

 

 

 

63%→58% 

 

56%→52% 

52%→38% 

38%→30% 

1983  

1984  

1985  

1986  

 

 

1997  

 

2008  

2011  

2012  

2013  

52%→50% 

50%→45% 

45%→40% 

40%→35% 

 

 

33%→31% 

 

30%→28% 

28%→26% 

26%→24% 

24%→23% 

 

 

 

1987  

 

 

 

50%→38% 

 

 

 

1989  

1990  

1998  

1999  

 

 

 

2012  

 

 

 

55%→53% 

53%→50% 

50%→46% 

46%→41% 

 

 

 

41 →36  

出 総研 2010 主要国 法人税改革 効果 菱 UFJ &

筆 

注 税率 法定実効税率 2012 興特 法人税 課 い 味

実効税率 38  
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害 税 競争及び を巡 議論及びそ 対策 

法人税率 引 競 い 害 税 競 Harmful Tax Competition や

等 当 場合 あ 懸念 策 向 検討

い う 検討 1996 G7 首脳会議 い OECD 害 税 競

応 求 端 い  

G7 首脳会議 要請 OECD い 特 総会 設置 検討

1998 害 税 競 起 あ 国 問 HARMFUL TAX 

COMPETITON An Emerging Global Issue いう報告書 公表 報告書

定基準 金融 等 活動 生 得

無税 目的 課税 行 い い 実効的 情報交 如 い

税 税 執行 透明性 如 い 誘 金融 等 活動 実質

的 行わ 要求 い い い 4 要件 示 い 翌 1999

OECD Forum on Harmful Tax Practices 41 国 地域

要件 当 2000 35 国 地域

公表 6 国 地域 い 要件

当 2005 応 確約 外

い  

 頃 国 地域 初 抵 活動 起

う 2000 OECD 締 動

目的 Center for Freeddom and Prosperity CFP
59 いう 機 設立

い 2001 米国 長 OECD 国 地域

指 非 会見 い 公式 批 OECD

締 動 徐々 鈍 い 特 OECD 中立

的 非 治的 専門 術機構 あ 立場 特定 国 地域 指 非

適 い 国 地域 協力 求

転 い  

 2001 報告書 4 要件 う 実効的 情報 如 税 税

執行 透明性 如 要 定基準 用 全 国

地域 自身 課税 否 決定 利 適 税率 決定 利

考え 金融 等 活動 生 得 無税 目的 課税

い い 要件 外 い 実質的 活動 い

否 定 非常 困 あ 誘 金融 等

活動 実質的 行わ 要求 い い 要件 外 い う

要件 変更 伴い 称 非協力的 変更 最終的

                                            
59

Center for Freedom and Prosperity http://freedomandprosperity.org/  

http://freedomandprosperity.org/
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2 要件 向 協力 確約 協力的 外

 

2002 報告書 非協力 改訂 2 要件

協力 合意 7 国 地域 あ 新 非協力的

透明性 情報交 改善 協力姿勢 視 税率 い

案 い い 税率国 利用 租税回避 温床 いう大 課 あ

来 象 い 透明性 情報交

如 い 香港 等 金融 い 改善 求 必

要 あ 識 う 報告書

場 設置 参 型

OECD 盟国 等 立場 議論 い 2003

非居 者貯蓄課税 EU 協定 い 租税情報交 い

免 や香港 う

第 競 国 規 入 新規性 入 義 付

い 合意 い  

う OECD 基 い 2008

透明性 情報交 改善 向 組 い 国 地域間

捗 差 あ 各国 地域 捗 客観的 評価 組 始

件 や UBS 件 生 契機 非協力的

求 必要性 強 識

OECD や首脳会議等

姿勢 打 出 う  

  方針転 側 協力 方針 転 い 特

2009 G20 首脳会議 い 強い 姿勢 打 出 憶測 あ

直前 多 国 地域 OECD 基準 入 表明 国間 情報交 協

定 締結 い 実 G20 首脳会議 言

及 裁用意 表明 体的 裁 示 いう極 強い 姿勢 打

出 OECD い 国 的 合意 税 基準

OECD 実施状況報告書 新 公表

82 国 地域 応状況 3 類型 い

表 第 3 国 地域 OECD 基準 表明 第 3

0 第 1 74 い 害 税 競 及

い 一定 策 い 状況 あ OECD 基準 実質

的 意味 い い等 懸念 あ  

う 害 税 競 及 い 一定 策

い OECD 基準 実質的 意味 い い等 懸念 い 状況 あ  
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表 へ 対応状況 類型 当初 表時  

 定義 象国 地域数 

第 1  OECD 基準 実施 い 国 地域 40 

第 2  OECD 基準 い 実施 十 国 地域 

2000 象国 地域:20 金融 :8  

38 

第 3  OECD 基準 い い国 地域 4 

出 石 2010 巡 国 的連携 動 国 策 応

方 試論  

表 OECD 税 競争 関 検討動向 

時期 主 出来  

1996 5  G7 首脳 い OECD 害 税 競 処
求 公式声明 表  

1998 1  OECD 委員会 設立 税 競 特 総会 報告
書 害 税 競 起 あ 国 問 (HARMFULL TAX COMPETITION An 

Emerging Global Issue) 策定 委員会 択  

1999  OECD Forum on Harmful Tax Practices 策定
要件 41 国 地域 当

国 抵 活動 起  

2000 6  OECD 公表 35 国 地域
指 改善 要求 諸島 諸島

6 国 地域 直前 改 外国投資家
特 優遇措置 廃 実質的経 活動 営 い い投資 誘 え

OECD 盟国 租税情報 交 約束 外  

2000 9  相会議 OECD 締 各国
公 あ 批  

2000 10  Center for Freedom and Prosperity CFP 設立 OECD 税 優遇措置 締
動 応 目的 組織 あ  

2000 12  島 OECD 含 全 OECD 盟国 改革
行う場合 改革 入 義 う 条件 Isle of Man 条

 

2001 1  害 税 競 い 法域 会合 共催 局 提案
OECD 害 税 競 共 作業部会 Joint Working Group 設

立 表明 OECD 盟国及 非 盟国 等 表 参  

2001 1  OECD 両方
盟 OECD 組 非公式 留保 示唆  

2001 5  米国 長 会見 OECD 組 公式 批  

2001 11  OECD 経過報告書 公表 定基準 効 情報交 如 透明性
如 視 要件 外 OECD

非 協力 転  

2002 5  非協力的 7 国 地域 当 公表  

参 型 OECD 盟国 等 立場 新
い い 交 参  

2003 1  非居 貯蓄課税 EU 部協定 少 2011 租税情報交
参 外  

2003 10  や香港 う 第 国競 相手 規 入
新規 入 義 付 い 合意  

2006  件 隠 保 い 覚
欧州各国や米国等 10 数 国 調査  

2008  UBS 件 米国 国 入庁 IRS UBS 米国納税者 UBS 講
情報 開示 要求  

2009 4  う 件 生等 G20 首脳会議
姿勢 公表  

2009  OECD 新 公表  

出 OECD(1998)HARMFUL TAX COMPETITION An Emerging Global Issue 

 J.C.Sharman(2006)Havens in a storm: the struggle for global tax regulation 

  増 良啓 2009 Haven in a storm - 害 税 競 巡 言 競   



 166 

2 EU主要国 法人税率引 競争 効果及び考え方 

法人税率引 競争 効果 

1 税収へ 効果 

 税 効果 着目 法人税引 行わ い 1980 降 い EU

盟国 15 国60 法人税率 均 GDP 法人税 比率 移 通

い う 税 法人税率 引 伴 縮 い いうわ

増 傾向 法人税 税率 税 現象 起

い  

う 背 各国 法人税率 格差 法人税率 引 応

税 響 埋 合わ 課税 大 行 い

あ 61 法人税率 引 必 法人 税 担 減少 意味 い いうわ

い  

表 法人税率 法人税収対 GDP比 移 

法
人
税
収
対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
：
％

法
人
税
率
：
％

税率 税収
 

出 Thomas Rixen, Susanne Uhl(2007週”Europeanising Company Taxation-Regaining National 

Tax Policy Autonomy 和 菱Ｕ Ｊ  

 

 

2 経済活性 及び税 公 効率 効果 

 法人税率 引 わ 税 維持 増 要因 業者 法人

法人 や振興企業 増 等 経 活性 あ い  

法人税率 経 活性 効果 い EU 象 い わ い

                                            
60 

指  
61 出 Thomas Rixen, Susanne Uhl(2007)”Europeanising Company Taxation-Regaining 

National Tax Policy Autonomy” 
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例え 企業部門 設備投資 増 着目 研究 行わ 効果 限定的 あ

研究や研究 象 あ 法人税率 1 引 0.1%～

1% 設備投資増 効果 あ い 国 資 移動 着目 研究

法人税率 1% 引 3% 直接投資 増 効果 あ い 62

米国 象 研究 あ 法人税引 税

効果 経 活性 税 減 相殺 割合 限定的 あ い

あ 63
 

 方 法人税率引 競 い 法人税引 競 税 担 公

や 各国 規 強 税 担全般 健全 縮 欧

州理 会 報告書 い 指摘 い 64 税 場原理 曲 軽減

国 的 資源 効率的 配 実現 生産性 向 い 効果 指摘 い

65  

 

法人税率引 競争 対 考え方 

 法人税率引 競 各国 法人税率 格差 企業や利益 国外流出 防

国 引 応 形 法人税率 引 行 い い 状況 あ 特

EU 盟国 大 新規 盟国 企業誘 積極的 出 一環 法

人税率 引 結果 競 激 考え  

 法人税率引 競 中 害 税 競 及 い

OECD 初 策 講 全 国 地域 自身 課税

否 決定 利 適 税率 決定 利 考え

定要件 和 等 い 法人税率引 競 自体 い

い  

 現状 い 述 通 法人税率引 伴う課税 大や経 活性 等

効果 税 縮減 問 い 捉え い 法

人税率引 競 懸念 あ 現地調査 い

連邦経 術省 国 規模 考慮 法人税率 引

い 連邦 省 法人税率 引 検討 い い

国 比 国債 高 い 短期的

近い 持 い 公約 あ い 見解 得 い  

 法人税率引 競 税 縮減等 響 税 方

                                            
62 出 鈴木将覚(2007 法人税引 経 及 響～設備投資 金 税

_ 総研論 2007  
63 出 鈴木将覚(2007 法人税引 経 及 響～設備投資 金 税

_ 総研論 2007  
64 出 Eupopean Commission(1990)”Commission Comunication to Parliament and the 
Council.Guidelines on Company Taxation” 
65 出 J.C. Sharman(2006) “Havens in a storm: the struggle for global tax regulation “ 
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響 あ 指摘 い 66 法人税率引 税 縮減 補填 資

税 担 労働 移転 示 い 直接税 間接税 移転

傾向 示 い う 移転 税 担 配 公 招 恐 あ

特 利率 高い投資等 資 得 税 担 軽減 一方 消費や

労働 得 税 担 いう あ 法人税率引 効果

短期的 株主 着 長期的 労働者 着 踏 え 法人減税

い 法人 個人 富裕層 労働者層 い 立構造 議論

適 い 指摘 あ 67  

え 法人税率引 競 個人 得税 限 引 や

法人税 個人 得税 大 あ 場合 利益 移転

高い税率 避 う 法人税率 引 伴 個

人 得税率 い 引 必要 あ あ う 法人税率引 競

税 公 恐 あ い  

                                            
66 出 Thomas Rixen, Susanne Uhl(2007)”Europeanising Company Taxation-Regaining 

National Tax Policy Autonomy” 
 
67 出 鈴木将覚(2007 法人税引 経 及 響～設備投資 金 税

_ 総研論 2007  


